〔 要 求 〕
	３．給与制度の総合的見直しについて

給与制度の総合的見直しについては、国家公務員の職務・職種が地方公務員と異なることから導入しないこと。


〔 「給与制度の総合的見直し」についての解説 〕
（１）地域間の給与配分の見直し、世代間の給与配分の見直し
【俸給表の見直し】
民間賃金の低い地域（都道府県別の平均賃金が低い方から12県）における官民の給与差（2.18ポイント（2012～2014年の平均値））を踏まえて、俸給水準を平均２％引き下げる。
○　民間賃金が低い地域における官民給与の状況
	
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	12県を一つのグループとした官民給与の較差と全国の較差との率の差
	△1.66
	△2.52
	△2.35


（注）１　平成24年及び平成25年の較差は給与減額支給措置による減額前の額に基づく。
２　12県とは「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）による所定内賃金の３年間の平均が低い青森県、岩手県、秋田県、山形県、鳥取県、島根県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県。国公の平均給与額から地域手当の異動保障の額を除いて算定。
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①　行政職俸給表（一）の見直し
ア）１級の全号俸、２級の初任給（２級12号俸まで）に係る号俸は引き下げなし。
イ）３級以上の高位号俸は50歳台後半層における官民の給与差を考慮して最大４％程度引き下げ。40歳台、50歳台前半層へ影響が及ばないように限定的に引き下げを行う。
ウ）５級、６級に勤務成績に応じた昇給を確保するため８号俸増設。
	＜人事院の説明＞
号俸増設した際の昇給の運用の仕方については、特段、長期に最高号俸に在籍している者を有利に扱うことは考えていない。
給与制度の総合的見直しに伴う昇格時号俸対応表については、2015年３月までに示す予定。その際、号俸増設を行っているため、現在行っている高位号俸からの昇格メリットの抑制措置に伴う影響等を検討して整理を行う。
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※　人事院の説明では、号俸増設した号俸への昇給はあくまでも成績主義によるとの説明だが、標準の成績において昇給停止年齢との兼ね合いから、早く最高号俸へ到達した者が、後から最高号俸へ達した者から追い越される逆転現象が生ずることとなるため、制度上の矛盾を解消するための措置は必要である。
エ）55歳を超える職員（行（一）６級相当以上）の1.5％減額支給措置は廃止とするが、俸給表の引き下げに伴う現給保障を行う間はこの減額支給措置は継続する（2018年３月31日で廃止）。
②　その他の俸給表の見直し
　　他の俸給表は行（一）との均衡を考慮して見直しを行う。医療職俸給表（一）は引き下げない。
【地域手当の見直し】
①　級地区分・支給割合　級地区分を１区分増設。
　　１級地20％　２級地16％　３級地15％　４級地12％　５級地10％　６級地６％　７級地３％
　※　賃金指数93.0以の地域を支給対象（現行は95.0）として見直しを実施。
　※　東京都23区では2006年と比較し民賃が３ポイント程度引き上がっているが、今回は水準の調整は行わない。
○　級地別支給割合
	級　地
	１級地
	２級地
	３級地
	４級地
	５級地
	６級地
	7級地

	支給割合
	20％
	16％
	15％
	12％
	10％
	６％
	３％


○　民間賃金指数による支給率区分（2005年人勧との対比）
	
	2005年人事院勧告基準
	2014年人事院勧告基準

	級地
	支給率区分
	民間賃金指数
	支給率区分
	民間賃金指数

	１級地
	18％
	東京都特別区
	20％
	東京都特別区

	２級地
	15％
	111.0以上
	16％
	109.5以上

	３級地
	12％
	106.0以上　 111.0未満
	15％
	106.5以上　109.5未満

	４級地
	10％
	103.0以上   106.0未満
	12％
	104.0以上　106.5以上

	５級地
	６％
	99.5以上 　103.0未満
	10％
	101.0以上　104.0未満

	６級地
	３％
	95.0以上　　99.5未満
	６％
	97.5以上　101.0未満

	７級地
	
	
	３％
	93.0以上　 97.5未満


②　支給地域　　「賃金構造統計基本調査」（2003年～2012年）のデータに基づき見直し
　○　地域手当の支給地域一覧（別紙）
※　札幌市については、民賃指数96.3（2005年は96.0）であったため、７級地（３％）に据え置き。
③　パーソントリップ補正
　　　６％を新たに措置することを可能とする。
【通勤者率（パーソントリップ）に基づく地域手当の指定基準】
	支給地域(中心市)の支給区分
	当該地域から中心市への通勤者率

	
	６級地(６％)格付
	７級地(３％)格付

	３％
	
	50％以上

	６％
	50％以上
	40％以上

	10％
	40％以上
	30％以上

	12％
	30％以上
	20％以上

	15％
	20％以上
	10％以上

	16％以上
	10％以上
	


【平成27年度の地域手当の級地別支給割合】
	見直し後の級地
（支給割合％）
	見直し前の級地
（支給割合％）
	改定幅
	
	平成27年度の地域手当の支給割合（％）

	１級地
（20）
	１級地
（18）
	２
	
	18

	２級地
（16）
	２級地
（15）
	１
	
	15

	
	３級地
（12）
	４
	
	13

	３級地
（15）
	２級地
（15）
	０
	
	15

	
	３級地
（12）
	３
	
	13

	
	４級地
（10）
	５
	
	11

	４級地
（12）
	３級地
（12）
	０
	
	12

	
	４級地
（10）
	２
	
	10

	
	５級地
（６）
	６
	
	８

	５級地
（10）
	４級地
（10）
	０
	
	10

	
	５級地
（６）
	４
	
	７

	
	６級地
（３）
	７
	
	５

	６級地
（６）
	５級地
（６）
	０
	
	６

	
	６級地
（３）
	３
	
	４

	
	非支給地
（０）
	６
	
	２

	７級地
（３）
	６級地
（３）
	０
	
	３

	
	非支給地
（０）
	３
	
	１


（２）職務や勤務実績に応じた給与配分
①　広域異動手当の引き上げ
　異動前後の官署間の距離区分に応じて、300㎞以上は10％（現行６％）、60㎞以上300㎞未満は５％（現行３％）に引き上げ。
　ただし、2015年４月１日～2016年３月31日までの支給割合は300㎞以上は８％、60㎞以上300㎞未満は４％とする。
【広域異動手当の引き上げ】
	
	300㎞以上
	60㎞以上
300㎞未満
	備　　考

	現　行
	６％
	３％
	

	2015年4月1日～2016年3月31日
	８％
	４％
	

	2016年4月1日以降
（制度完成）
	10％
	５％
	


②　単身赴任手当の引き上げ
　基礎額30,000円（現行23,000円）、加算額の限度額を70,000円とし、交通距離の区分に応じて人事院規則で定める額とする。
　※　現行、年９回の帰宅回数相当を年間12回相当の額に引き上げ。
	
	現　行
	2015年4月1日以降
	2016年4月1日以降
	制度完成

	基　礎　額
	23,000円
	26,000円
	検討中
	30,000円

	加　算　額
	100㎞以上300㎞未満
	6,000円
	検討中
	検討中
	8,000円

	
	300㎞以上500㎞未満
	12,000円
	検討中
	検討中
	16,000円

	
	500㎞以上700㎞未満
	18,000円
	検討中
	検討中
	24,000円

	
	700㎞以上900㎞未満
	24,000円
	検討中
	検討中
	32,000円

	
	900㎞以上1,100㎞未満
	30,000円
	検討中
	検討中
	40,000円

	
	1,100㎞以上1,300㎞未満
	35,000円
	検討中
	検討中
	46,000円

	
	1,300㎞以上1,500㎞未満
	40,000円
	検討中
	検討中
	52,000円

	
	1,500㎞以上2,000㎞未満
	45,000円
	検討中
	検討中
	58,000円

	
	2,000㎞以上2,500㎞未満
	
	検討中
	検討中
	64,000円

	
	2,500㎞以上
	
	検討中
	検討中
	70,000円


※　加算額の2015年４月以降の欄で「検討中」とあるのは、2015年３月31日までに人事院規則によって金額が示される予定。
※　2016年４月以降及び2017年４月以降については、2015及び2016人事院勧告・報告等で金額が示されることが想定される。2015年以降の官民較差を考慮し、その後の引き上げ額は検討する予定。
※　制度完成後の距離区分ごとの加算額については、人事院の資料などに掲載されている金額を除いて、想定として作成したもの。
③　本府省業務調整手当の引き上げ
　係長級は６％相当額（現行４％相当額）、係員は４％相当額（現行２％相当額）に引き上げ。引き上げの時期は制度完成時とする。
④　管理職員特別勤務手当
　現行は週休日及び休日に緊急の勤務せざるを得ない場合に支給されているが、平日深夜に勤務した場合に、勤務１回につき6,000円を超えない範囲内の額を支給（2015年４月から実施）。
	代表的な官職
	俸給の特別調整額の区分
	手当額

	本府省課長
	一種
	6,000円

	本府省室長
	二種
	5,000円

	府県単位機関部長
	三種
	4,300円

	管区機関課長
	四種
	3,500円

	地方出先機関課長
	五種
	3,000円


※　国公の場合「平日深夜の勤務」の定義は午前０時以降の勤務のことを指しており、自治体における運用を午後10時以降とするかどうかの課題もある。
⑤　その他
　技能労務関係職種については、今年は水準の見直しを行わなかった。行（二）適用者で一番多い職種が自動車運転手であったため、民間の同種の従業員と比較したが、人数が少ないためデータが十分に確保できず、また、勤務地による差が大きく比較が適当でないと判断。今後も在職実態や民間の給与等の状況を注視していく。
（３）実施時期など
①　俸給表の切替

　俸給表は平成27年４月１日に切替

②　地域手当等の引き上げは段階的に実施

　地域手当の支給割合は段階的に引き上げ。その他の措置も2018年４月までに計画的に実施。

③　非常勤職員の処遇改善

　非常勤職員の年次休暇について３月勤務後、その一部を夏季に使用できるよう改めること。

④　制度移行のための昇給号俸の抑制

　見直し初年度の改正給与原資を確保するため、2015年１月の昇給を１号俸抑制を実施する。
※　制度改正前の昇給を抑制して、制度改正後の給与原資に充てるという方法は過去例がないが、人事院の考え方について、あらためて説明を受けた上で、対応策の検討が必要。
　※　2006年給与構造改革の際は制度切り替え後の昇給号俸の抑制を行って、拡大する地域手当や新設の広域異動手当等、さらには現給保障に対する給与原資の確保を行ってきた経過にある。しかし、今回の措置については、「制度改正前の号俸を抑制し、現給保障に対する給与原資の確保が必要」「６級以上55歳以上の1.5％減額措置については、制度完成時には廃止するが、現給保障が終了するまで継続する」との人事院の回答にもあるとおり、昇給号俸の抑制の意味が異なることに留意する必要がある。
	＜人事院の説明＞
　昇給号俸の抑制を行うのは、あくまでも平成28年４月からの制度改正にあてる給与原資を確保することが目的だが、55歳以上も含めて一律に抑制を行う。制度完成後の取扱いは現時点では考えていないが（抑制した号俸の復元は考えていないが）、その段階において、給与原資を見ながら判断していく。


　○　激変緩和のための経過措置（３年間の現給保障）
　俸給表水準の引き下げとなる職員に配慮し、新たな俸給表の俸給月額が、切替日の前日（2015年３月31日）に受けていた俸給月額に達しない職員に対しては、2015年４月１日から2018年３月31日までの３年間に限り、経過措置としてその差額を支給する。
	＜人事院の説明＞　経過措置を３年間とした理由
　国家公務員の場合に３年間の対象者を推計したが、対象者は２割程度に止まり、その差額も全職員平均で1,000円、全対象者平均で6,000円低度なることがわかった。2006年の給与構造改革と比較して大きな差が生じることがないため、３年間で終了することとした。
　この３年間に俸給表の改定を行うこととなった場合は、給与構造改革における手法と同様な検討を行うこととなる予定。


※　昨年11月の閣議決定において、臨時特例減額の2014年３月末での廃止を踏まえ、総人件費抑制にむけた施策を2014年度中から求められていたため、人事院は当初は現給保障を行う予定は考えていなかった。政府の要請に対しては成績良好者の昇給号俸の抑制を2015年１月から適用することで準備していたが、各府省からの強い反発があったため断念することとなった。最終段階で苦肉の策として2015年１月の昇給号俸の１号俸抑制が示されてきたが、昇給号俸の抑制を行うなら現給保障を行えと要求して勧告に至っている。
※　国家公務員における実態は人事院の説明どおりであるが、地方公務員においては、多くの自治体においては現給保障額が異なっているために、国の制度廃止後も残している自治体が数多く存在している。こうした実態の違いを踏まえて、期限を付けた経過措置ではなく、当分の間、制度を維持するように要求していく必要がある。
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地域間配分の見直し後
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※　2006年の見直しで平均4.8%引き下げられた。
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